
様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要
事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

各種施策を円滑に遂行するため、また、市民と行政の距離を縮め市民の理解と協力を得るためには
欠かせない事業である。

評価点合計

15

18

適正である

点数 3 2 2 3 2 3

評価 高い 普通 普通 重複なし 普通

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）各種施策の円滑な遂行及び市民に市政をより身近に感じていただくための施策

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

― ―

― ― ―

― ― ―

―

達成率 次年度（Ｈ2８）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成25年度 平成26年度 平成27年度 前年度（Ｈ27）

― ―

― ―

― ―

単位

―

―

―

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（Ｈ28）

目標値活
動
指
標

平成25年度 平成26年度 平成27年度 前年度（Ｈ27）

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 4,588 千円 4,163 千円 4,853

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 4,163 千円 4,853 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

市長等の秘書業務、表彰等に関すること、市長会に関すること、姉妹都市に関すること

各種政策の円滑な遂行及び市民に市政をより身近に感じていただくための施策の実施

市長等の秘書業務、表彰等に関すること、市長会に関すること、姉妹都市に関すること

事
業
費

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総事業費（決算額） 4,588

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標

後期計画登載頁 個別計画

事 務 事 業 名 秘書事務費 会計 一般会計

まちのテーマ 市民に、より身近な市政のまち 2 1 1

事務事業評価表
担 当 課 総務 庶務 秘書 事務事業№ 12113



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要
事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

事務事業評価表
担 当 課 総務 庶務 行政管理 事務事業№ 12114

事 務 事 業 名 一般管理経費 会計 一般会計

まちのテーマ 市民に、より身近な市政のまち 2 1 1

施 策 目 標

後期計画登載頁 個別計画

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

市の行政一般管理に係る内部事務の適正執行

市の行政一般管理に係る内部事務の適正執行

・電話交換業務　　・市民総合賠償補償保険業務　　・自衛官募集業務　　・行政相談業務
・議会の招集及び議案整備業務　　・条例等整備に係る法制執務　　・寄附募集行為の承認業務
・宿日直関連業務（宿直業務委託契約を含む）　　・事業後援に関する業務　　・公告式業務

事
業
費

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総事業費（決算額） 24,861 千円 25,490 千円 25,531 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 12 千円 12 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 千円

千円 12

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債

一般財源 24,849 千円 25,478 千円 25,519

活
動
指
標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

指標名 実績値 実績値 実績値 目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H28）

目標値

― ― ―

単位

―

― ― ―

― ―

目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

―

達成率 次年度（H28）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％）

―

― ― ―

効率性

― ―

― ―

実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）行政一般管理業務の適正執行

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない場合の理由等

評
価

項目
必要性 有効性

普通 普通 一部重複 普通

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性

適正である

点数 3 2 2 2 2 3

評価 高い

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

適正かつ効率的な内部執行事務をめざし継続的に対応する。評価点合計

14

18



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要
事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

市政を推進する上で職員の定数管理や計画的な採用は今後も継続して進める必要がある。また、職
員の健康管理の重要性が高まっており、特にメンタル面でのケアや復職時の一定のルールづくりな
どの課題への取り組み強化が必要である。

評価点合計

15

18

適正である

点数 3 2 2 3 2 3

評価 高い 普通 普通 重複なし 普通

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない場合の理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

― ―

― ― ―

― ― ―

―

達成率 次年度（H28）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

― ―

― ―

― ―

単位

―

―

―

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H28）

目標値活
動
指
標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 19,283 千円 22,853 千円 22,365

千円

その他財源 1,355 千円 1,238 千円 1,102 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 24,091 千円 23,467 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

職員任用をはじめとする職員管理に関する事項

高度化・多様化する行政課題に柔軟に対応し、迅速に目標を達成するための組織・体制づくりと職員の育成を進め
る。

職員採用試験、職員健康診断及び健康管理、福利厚生など、職員管理全般

事
業
費

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総事業費（決算額） 20,638

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 地方分権に対応するまち

後期計画登載頁 50 個別計画

事 務 事 業 名 人事管理一般経費 会計 一般会計

まちのテーマ 市民に、より身近な市政のまち 2 1 1

事務事業評価表
担 当 課 総務 庶務 職員 事務事業№ 12115



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要
事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

職員研修は、すぐに成果が見えるものではないが、引き続き積極的に研修の機会を職員に提供し、
資質の向上を図りたい。人事評価については、評価の効果的な運用と全職員への対象拡大を図りた
い。

評価点合計

15

18

適正である

点数 3 2 3 2 2 3

評価 高い 普通 高い 一部重複 普通

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない場合の理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

101.3% 80

特別研修への参加数 人 51 34 31 50 62.0% 40

870 800 108.8% 800

職員派遣研修への参加数 人 71 81 81 80

達成率 次年度（H28）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

職員研修への参加数 人 782 547

144.0% 25

特別研修への参加 回 30 28 26 30 86.7%

113.3% 15

単位

30

職員派遣研修への参加 回 24 23 36 25

職員研修の実施 回 17 20 17 15

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H28）

目標値活
動
指
標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 7,603 千円 10,069 千円 11,929

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 10,069 千円 11,929 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

職員の資質向上のための研修の実施

高度化・多様化する行政課題に柔軟に対応し、迅速に目標を達成するための職員の育成を進める。

係長級以上の職員を対象に人事評価制度の試行を実施した。
政策法務能力をはじめとする職員の資質向上に資するため、庁内研修や派遣研修を積極的に実施している。

事
業
費

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総事業費（決算額） 7,603

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 地方分権に対応するまち

後期計画登載頁 50 個別計画

事 務 事 業 名 職員研修事業 会計 一般会計

まちのテーマ 市民に、より身近な市政のまち 2 1 1

事務事業評価表
担 当 課 総務 庶務 職員 事務事業№ 12117



部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要
事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

やり方改善 25年度は3人雇用し2人が中途退職（5月、7月）。26年度は1人雇用し年度中途（2月）に民間
企業への就職のため退職。27年度は1人雇用し中途退職（5月）。採用にあたっては、就労意欲の
有無や障害の程度のバランスに配慮するなどの改善が必要。また、指導員の身分が不安定（業務員
が退職によりいなくなると職を失う）であることも課題。
28年度からは拠点となる部署への配属とし、指導員を配置せずに担当部署で指導を行い、他の部
署での業務が必要な場合には、随時その部署の指導により業務を行うよう制度を変更したい。

評価点合計

9

18

改善の余地あり

点数 1 1 1 3 1 2

評価 低い 低い 低い 重複なし 低い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない場合の理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

― ―

― ― ―

― ― ―

―

達成率 次年度（H28）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

50.0% 1

単位

雇用者数 人 1 1 1 2

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H28）

目標値活
動
指
標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 4,083 千円 2,484 千円 504

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 2,484 千円 504 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

知的障がい者を雇用し、市の様々な業務を経験することにより、一般企業等への就労につなげる。

就労意欲のある知的障がい者を１年以内の期間臨時職員として雇用し、その業務の経験を踏まえハローワーク等を通
じて一般企業等への就職の実現を図る。

施設や庁用車の清掃、文書等の封筒詰め等の軽作業を指導員の指導のもとに行う。

事
業
費

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総事業費（決算額） 4,083

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 障がい者福祉の推進

後期計画登載頁 76 個別計画

事 務 事 業 名 チャレンジ雇用事業 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 2 1 1

事務事業評価表
担 当 課 総務 庶務 職員 事務事業№ 12119



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

25 年 ～ 27 年

事
業
の
概
要
事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

事務事業評価表
担 当 課 総務 庶務 車両管理担当 事務事業№ 121110

事 務 事 業 名 車両管理費 会計 一般会計

まちのテーマ 潤いのあるまち 2 1 1

施 策 目 標 環境にやさしい循環型社会の形成

後期計画登載頁 個別計画

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

計画的に公用車両の入替を進めるとともに、環境にやさしい車両の導入を図る。

率先して、公用自動車に低公害・低燃費車両を導入することにより、環境への負荷を低減し、環境意識の向上を図
る。

公用車両の導入に当っては、経過年数、累積走行距離数など、入替基準を満たした車両について事業を推進するとと
もに、車検整備、定期点検整備を通じ、車両管理を徹底する。

事
業
費

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総事業費（決算額） 4,334 千円 5,153 千円 5,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 千円

千円

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債

一般財源 4,334 千円 5,153 千円 5,000

活
動
指
標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（Ｈ27）

指標名 実績値 実績値 実績値 目標値 （％）

千円

達成率 次年度（Ｈ28）

目標値

軽貨物ＥＶ・軽貨物・軽乗用自動車 台 0 2 2 2 100.0% 2

単位

―

小型乗用自動車 台 1 1 1 1

2

100.0% 2

普通乗用車 台 1 0 0 0 ―

目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（Ｈ27）

軽貨物ＥＶ・軽貨物・軽乗用自動車 台 0

1

達成率 次年度（Ｈ28）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％）

―

2 2 100.0% 2

小型乗用自動車 台 1 1 1

効率性

100.0% 2

普通乗用車 台 1 0 0 0 ―

実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性

普通 低い 一部重複 低い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性

改善の余地あり

点数 2 2 1 2 1 2

評価 普通

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

２６年度に引き続き小型乗用自動車にハイブリット車両を導入した。車両購入時には、低燃費車両
との価格比較を考慮した車両選考が必要

評価点合計

10

18



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要
事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

適正かつ効率的な内部執行事務をめざし継続的に対応する。評価点合計

14

18

適正である

点数 3 2 2 2 2 3

評価 高い 普通 普通 一部重複 普通

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）行政一般管理業務の適正執行

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない場合の理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

― ―

― ― ―

― ― ―

―

達成率 次年度（H28）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

― ―

― ―

― ―

単位

―

―

―

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H28）

目標値活
動
指
標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 26,194 千円 30,508 千円 31,413

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 30,508 千円 31,413 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

市の行政文書等に係る内部事務の適正執行

市の行政文書等に係る内部事務の適正執行

・公文書公開及び個人情報保護業務　　・事務機器の設置及び管理　　・文書整理及び文書管理業務
・郵便物等集配業務

事
業
費

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総事業費（決算額） 26,194

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標

後期計画登載頁 個別計画

事 務 事 業 名 文書費 会計 一般会計

まちのテーマ 市民に、より身近な市政のまち 2 1 2

事務事業評価表
担 当 課 総務 庶務 行政管理 事務事業№ 12121



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要
事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

選挙人名簿の適正な管理並びに選挙管理委員会連合会等の連絡調整及び事務研修会の開催など、適
正かつ効率的な事務を継続的に執行する。

評価点合計

17

18

適正である

点数 3 2 3 3 3 3

評価 高い 普通 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）選挙管理委員会一般管理業務の適正執行

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない場合の理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

― ―

― ― ―

― ― ―

―

達成率 次年度（H28）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

― ―

― ―

― ―

単位

―

―

―

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H28）

目標値活
動
指
標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 1,984 千円 1,990 千円 2,331

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 169 千円

県支出金 5 千円 千円 1 千円

千円 1,990 千円 2,501 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

市選挙管理委員会の事務執行全般に関すること

選挙人名簿の適正な管理並びに選挙管理委員会連合会等の連絡調整及び事務研修会の開催

・選挙管理委員会の開催
・選挙人名簿の管理（登録、抹消、移替え、縦覧ほか）
・選挙管理委員会連合会事務
・検察審査会委員の選定及び資格審査

事
業
費

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総事業費（決算額） 1,989

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標

後期計画登載頁 個別計画

事 務 事 業 名 選挙管理委員会一般経費　 会計 一般会計

まちのテーマ 2 4 1

事務事業評価表
担 当 課 選挙管理委員会 事務事業№ 12413



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要
事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

やり方改善

平成28年6月から選挙権年齢が18歳以上に引き下げられることから、若年層の選挙に対する意識
向上と有権者の選挙投票率の向上に資する当啓発活動を積極的かつ継続的に実施する。

評価点合計

15

18

改善の余地あり

点数 3 2 3 3 2 2

評価 高い 普通 高い 重複なし 普通

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）選挙投票率の向上に向けた該当啓発により、投票率の向上を目指す。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない場合の理由等

・選挙種別により投票率の変動があること。
・啓発活動と投票率が直結しないこと。

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

― ―

― ― ―

― ― ―

―

達成率 次年度（H28）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

50.0% 80

新成人への選挙啓発 人 396 382 251 389 64.5%

100.0% 1

単位

―

啓発ポスターの募集及び展示 件 82 80 50 100

明るい選挙推進協議会の開催 回 1 1 1 1

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H28）

目標値活
動
指
標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 前年度（H27）

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 160 千円 197 千円 225

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 197 千円 225 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

公正で明るい選挙執行をめざし、選挙に対する市民の関心を深めるため、選挙啓発の総合的な企画に取り組み、明る
い選挙の実現を推進する。

公正で明るい選挙執行をめざし、選挙に対する市民の関心を深めるため、選挙啓発の総合的な企画に取り組み、明る
い選挙の実現を推進する。

・常時啓発の推進
・選挙時街頭啓発実施
・明るい選挙啓発ポスターの募集及び作品展示
・明るい選挙推進県大会、各種研修会への参加
・新成人への啓発

事
業
費

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総事業費（決算額） 160

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標

後期計画登載頁 個別計画

事 務 事 業 名 選挙啓発一般経費　 会計 一般会計

まちのテーマ 2 4 2

事務事業評価表
担 当 課 選挙管理委員会 事務事業№ 12421


